
image1.emf
「別表」

○

前年の 損害の程度評価額の10分の3以上評価額の10分の

　　震災・風水害・落雷・火災若しく 総所得金額 10分の5未満のとき 5以上のとき

　　はこれに類する災害を受け又は盗

　　難にかかったとき。

　（災害等を受けた者に対する減免）

○     収入見込額（所得）

    生活保護基準額

　　が認めたとき。   （1類＋2類＋住宅費）

　（市長が認める納付困難な者に対す

　る減免） が、100％以下のとき

　　 100％をこえ、120％以下のとき

○      120％をこえ、140％以下のとき

     140％をこえ、150％以下のとき

収入見込額（所得）は、

年間収入見込額等を参考に推計する。

　生活保護適用日以前の

（注）１．減免を受けた世帯について異動等が発生し、保険料が更正となった場合は、更正後の額に減免割合を乗じて得た額を減免額とする。



場合。 　保険料免除

　されたもので、その収入のほぼ全額が負債等の返済に充てら

　れたとき。

６．前各号に類する特別の事情があるとき。

７．納付義務者が生活保護法の適用を受けたとき。



〔所得割額の〕

　納付義務者又はその世帯に属する被保険者が、

４．長期の疾病により生活が著しく困難と認められるとき。

　（納付義務者の死亡も含む。）

５．譲渡所得等の一時的収入により保険料が高額となって賦課

　しく減少したとき。

２．失業・転業により当該年の所得が前年の所得より著しく減

　少したとき。

３．事業による貸倒れ等で甚大な損害を受けたとき。

（１）納付義務者がその財産について

条例第３４条第１項（２）～（４）

（２）その他特別な事情があると市長

　世帯主及びその世帯に属する被保険者が自分の居住に供する

家屋又は、事業所等を喪失又は、著しい損害を受けた世帯。

１．家屋又は家財等に損害を受けた場合、その損害金額（保険

　金・損害賠償金等により補てんされるべき金額を除く。）が

　その家屋又は家財等の評価額の10分の3以上であること。

　納付義務者及びその世帯に属する被保険者が、

１．事業の廃止、休止による当該年の所得が前年の所得より著

北見市国民健康保険料減免取扱基準第３条に規定する減免の対象範囲及びその割合

条例（減免申請理由　） 減免の基準と割合 対　象　範　囲

4分の1

90%

4分の1

2分の1

全額

条例第３４条第１項（１）

50%

全　　額

70%

客観的にみて現実に負担能力がない

減免の割合（所得割額に対し）

300万円以下であるとき

450万円以下であるとき

450万円を超えるとき

2分の1

8分の1

×100


